地方消費税率の引き上げ分に係る使途の明確化について

　　地方消費税率の引き上げによる地方消費税交付金の増収分については，その使途を明確化し，社会保障施策に要する経費に充てるものとされています。
令和4年度上川町一般会計予算における社会保障施策経費への充当状況については、下記のとおりです。

【歳入】　　地方消費税交付金（社会保障財源化分）　　　　　　　　   55,400千円
【歳出】　　社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費　　　    718,537千円
【単位：千円】
	事業区分
	事業費
	財源内訳

	
	
	特定財源
	一般財源

	
	
	国・道
支出金
	その他
	
	消費税交付金
（社会保障財源化分）

	社会福祉
	障害者福祉事業
	187,567
	129,776
	4,947
	52,844
	55,400

	
	高齢者福祉事業
	40,473
	1,596
	14,569
	24,308
	

	
	児童福祉事業
	192,398
	82,198
	44,568
	65,632
	

	社会保険
	介護保険事業
	74,498
	7,525
	0
	66,973
	

	
	国民健康保険事業
	29,257
	16,273
	0
	12,984
	

	
	後期高齢者医療事業
	77,796
	18,361
	2,147
	57,288
	

	保健衛生
	疾病予防対策事業
	116,548
	17,540
	80,362
	18,646
	

	合　計
	718,537
	[bookmark: _GoBack]273,269
	146,593
	298,675
	55,400


※社会保障４経費とは、制度として確立された年金、医療及び介護の社会保障給付並びに少子化に対処するための施策に要する経費です。
※事務職員にかかる人件費は含まれておりません。
